
平成２４年度における工事入札制度の改正 

（平成２４年４月１日以後発注分より適用） 

 
  
１ 工事希望型指名競争入札の入札参加者指名時における２割非指名方式の見直し

（全ての工事入札に適用制度） 

 

  【２割非指名方式とは】 

入札参加希望者が指名業者基準数以上の応募者多数になった場合、工事成績・指名件数・受

注量等を点数化して、その合計点数の序列で下位から希望者数の２割に相当する業者数を非指

名とするもの。 

 
  （１）指名実績項目の廃止 
     入札としての競争性を高めるため、単に入札参加指名を受けたことがある

というだけでのマイナス評価項目は廃止。      
改正前 まだ指名を受けたことがない者を優先的に入札参加させるため、「今年度指名

件数÷前年度平均指名回数」の計算結果により、持ち点１０点から点数を減じる。

下限は０点。 

例 その工種の「前年度平均指名回数」が４回であった場合 

１回も指名されていないとき １０点。 

２回指名を受けた実績があるとき ５点 

４回以上指名を受けた実績があるとき ０点 

改正後  廃止。これにより、それまで何回指名されても落札実績がない場合、以後の入

札参加について不利益を受けることがなくなり、入札参加の機会が広がる。  

   
（２）受注実績項目における評価点数の下限の撤廃 

     受注機会の拡大を図るため、持ち点４０点から点数を減じる受注実績項目

の下限が０点であったのを撤廃し、受注実績額の違いをより反映させる。 
改正前 まだ受注したことがない者を優先的に入札参加させるため、「今年度受注実績

額÷前年度平均受注実績額」の計算結果により、持ち点４０点から点数を減じる。

下限は０点。 

例 その工種の「前年度平均受注実績額」が２０００万円であった場合 

１回も落札したことがないとき ４０点 

落札した結果１０００万円の受注実績があるとき ２０点 

落札した結果２０００万円の受注実績があるとき ０点 

落札した結果４０００万円の受注実績があるとき ０点 

改正後  持ち点の下限を設けない。このことにより、受注実績額の少ない者の方が優先

的に入札参加できる。 

 例 上記例との変更点のみ 

 落札した結果４０００万円の受注実績があるとき △４０点 



 

 

２ 総合評価方式入札の落札者決定方法の見直し（２５００万円以上の土木工事入札

のみに適用制度） 

 

【総合評価方式入札とは】 

単に価格のみの競争で落札者決定をするのではなく、過去の工事成績等も評価項目として総

合的に評価して落札者を決定する方法。米子市においては、入札金額：工事成績評価（会社成

績と配置技術者成績）＝７：３としている。 

 
 （１）受注実績評価の新設 
     受注機会の拡大を図るため、今年度入札での受注実績額を評価項目として

新設し、落札者を決定する。 
改正前  なし 

改正後  入札における受注実績を次の計算式により算出し減じる。これにより、受注実

績額の少ない者の受注の機会が広がる。 

 １点×（今年度受注実績額÷前年度土木Ａ級平均受注実績額） 

 

例 前年度土木Ａ級平均受注実績額が４４００万円とした場合 

  落札実績が２２００万円あるとき △０．５点 

  落札実績が４４００万円あるとき  △１点 

  落札実績が１億円あるとき  △２．２７２７点（総合評価方式点数は小数

点第４位まで行なうため。）  

 

 ※同日に複数件入札があった場合は、直前執行の入札結果も実績とする。 

 ※受注実績額は、土木一式工事（一般）で土木Ａ級に入札発注したものとし、

災害時緊急対応等での随意契約分は含めない。（災害対応業者等が不利益にな

らないようにするため。） 

 ※総合評価方式入札においては、応募者多数であっても２割非指名方式は適用

せず参加希望者全員を入札参加させる。（受注実績が二重審査となるため。）

 
  （２）工事成績評価における会社成績・技術者成績の配分変更 
     工事の品質確保をするため、工事成績評価において、会社成績評価のウェ

イトを高くする。    
改正前 会社成績×０．６  ＋  配置予定技術者成績×０．４ 

改正後 会社成績×０．７  ＋  配置予定技術者成績×０．３ 

  
  （３）指名停止実績減点の見直し 
     過去の指名停止実績の評価項目において、対象期間の短縮及び減点区分を

設ける。    



改正前 ３年度前の４月１日以後に、市から指名停止措置を受けたとき１回につき２点

減点。 

改正後 前年度に、市から指名停止措置を受けたとき１回につき次の区分により減点。

指名停止期間が６月以下  １点 

指名停止期間が６月超   ２点 

 ※３年間もの長期間不利益となることへの見直しと指名停止内容に応じた区

分設定。 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 


